津波災害又は水害時における指定緊急避難場所としての使用に関する協定書

　大阪市（以下「甲」という。）と横浜冷凍株式会社　夢洲物流センター（以下「乙」という。）は、津波災害又は水害（以下「津波災害等」という。）が発生し、又は発生するおそれがあるときに、乙の所有する施設を、災害対策基本法第49条の４の規定による指定緊急避難場所として使用することに関し、次のとおり協定を締結する。
（使用施設）

第１条　乙は、自己の所有する次に掲げる建物（以下「避難建物」という。）を、津波災害等が発生し又は発生するおそれがあるときに、指定緊急避難場所として地域住民等に使用させるものとする。

（1） 所 在 地　　　大阪市此花区夢洲東１丁目２番１２号
（2） 所 有 者　　　横浜冷凍株式会社
（3） 名　　称　　　横浜冷凍株式会社　夢洲物流センター
（4） 構 造 等　　　鉄筋コンクリート造　４階建（一部鉄骨造）
（5） 建 築 年　　　新館 令和6年　　旧館 平成26年　
（6） 使用場所　　　新館1,290㎡　 　旧館2,873㎡
合計4,163㎡
（7） 受入人数　　　新館50人　　　  旧館50人
合計100人 
      ただし、津波災害等や避難建物の状況により、乙は受入人数を変更できるものとする。
（8） 避難可能時間　新館及び旧館とも 平日8時30分～17時30分
（避難対象者）

第２条　避難対象者は、避難建物周辺の地域住民及び周辺地域において就労中又は通行中の者（以下「地域住民等」という。）とする。

（使用目的及び期間）

第３条　避難建物の使用目的及び期間は、地域住民等の指定緊急避難場所として、津波災害等が発生し、又は発生するおそれがあるときから、安全を確認したときまでとする。
（目的外使用の禁止）

第４条　甲は、避難建物を前条に定める目的以外には使用しないものとする。

（使用料等）

第５条　避難建物の使用料は、無料とする。

（施設破損時の対応）

第６条　避難建物が指定緊急避難場所として使用された場合の施設の破損・汚損について、甲は原状に回復する義務を負う。ただし、地震、津波、洪水等の災害により生じた部分や避難者の故意による破損等についてはこの限りではない。

（使用中の事故に対する責任）

第７条　乙は、避難建物に地域住民等が避難した際に発生した事故等に対する責任を一切負わないものとする。ただし、乙の責に帰すべき事由による事故等については、この限りではない。

（施設の廃止又は変更等の届出）
第８条　乙は、避難建物を廃止し、又は改築その他の事由により避難建物の現状に重要な変更を加えようとするときは、災害対策基本法第49条の５の規定に基づき、甲に届出を行い、必要に応じて甲乙が協議し、協定内容を変更する。
（災害用物資）
第９条　本協定の締結後、甲は、災害時又は災害時に備えて、当初、乙に次の災害用物資を提供し、必要に応じて、追加・更新を行う。乙は、提供場所の無償使用を承諾するものとする。
　　・災害用飲料水（500ml）300本  ・アルファ化米300食分
　　・簡易トイレ２台　　　　　     ・簡易トイレカバー用テント２台
　　・携帯トイレ100個　           ・生理用品100個

（有効期限）

第10条　この協定の締結期間は、協定締結の日の属する年度の３月31日までとする。

２　前項の期間満了の日から１ヶ月前までに、甲、乙いずれかから申し出がない場合は自動的に１年延長するものとし、その後も毎年この例による。

３　年度とは、毎年の４月１日から翌年３月31日までとする。

（守秘義務）
第11条　甲は、業務上知り得た乙の秘密情報（建物平面図）に関して、第三者に　　　開示、漏えいしてはならないものとする。本条は、本協定終了後も引き続き効力を有するものとする。
（協議事項）

第12条　この協定に定めのない事項及びこの協定に関して疑義が生じた事項については、その都度、甲乙が協議して定めるものとする。
　この協定の締結を証するため、この協定書２通を作成し、甲乙が記名押印のうえ、各自その１通を保有する。

　　年　　月　　日

甲　大阪市北区中之島1丁目3番20号　　　　
大阪市長　横山　英幸　　　　 　 ㊞ 　
乙　横浜市西区みなとみらい三町目3番3号　　
横浜コネクトスクエア10Ｆ
　　　　　　　　　　　　　 横浜冷凍株式会社　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役社長　古瀬　健児　　　　㊞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
